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研究ノート 
 
知的財産保護政策の現状と今後の課題 
～ TPP協定の及ぼす影響 ～ 
 
The Situation and Subject of Intellectual Properties Protection in Japan:  
Effects of TPP 
 
藤 原 香 澄 
Kasumi FUJIWARA 
 
＜要約＞ 
本稿は、2016年 2月 4日に署名された環太平洋戦略的経済連携協定（TPP協定）における
知的財産条項を検討の対象として、今後同協定が発効した場合に、①日本の知的財産保護制
度・政策にどのような影響を与えうるか、②日本における課題を解決しうるか、上記 2点を
検討することを目的とする。 
第 2 章では、知的財産権の国際的保護制度に関する議論の歴史的な変遷を整理する。第 3
章では、TPP協定の発効までに締約国が加入を義務付けられている国際条約の現状と課題を
整理する。第 4章では、TPP協定の知的財産条項が、締約国に対してどのような面で既存の
条約よりも高い保護を義務付けているのか、また、権利の行使についてはどのような救済措
置を認めているかを整理する。第 5章においては、実際に TPP協定が発効した場合、日本の
知的財産保護制度・政策にどのような影響をもたらすかについて言及する。第 6章では、本
稿で明らかになった点を整理するとともに、残された課題を列挙し、結びとする。 
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1 はじめに 
知的財産とは何かという問題について、国際的な単一の定義が存在しているわけではない
が、一般的には、財産的価値を有する情報（無体物）の総称として用いられている 1)。こう
した情報は、複製が容易で減少しないという性質があり、複数の者が同時に利用することが
可能である。情報通信が発達した現代においては、国境を越えた利用も容易に可能となって
70  嘉悦大学研究論集 第59巻第2号通巻110号 平成29年3月 
いる。経済学的に公共財（public goods）的な性質を有しているという考え方もできるが、知
的財産に対するすべての利用行為を無制限に認めると、創作や発明のための投下資本の回収
が困難となったり、創作や発明の意欲がなくなったりするおそれがある。したがって、経済
的または財産的価値を有する知的財産の創作者が利益を得る権利を確保するため、情報の自
由な利用を制限する必要がある。このような知的財産に対する他者の行動を制限する権利と
して認められているのが、知的財産権 2)である 3)。 
知的財産は容易に国境を越える性質を有しており、国内のみならず国外における不正な利
用行為に対しても、権利者への救済措置が必要となる可能性が高い。また、ある国において
は権利として認められている一方で、他の国では同様の権利が認められない場合や、権利の
保護の水準が国によって異なる場合も想定される。以上のことから、知的財産法分野の権利
の保護については、国内法による保護のみでは不十分であり、究極的には、国際的な保護制
度が統一されることが必要であると考えられてきた。 
国際条約は権利が強化される傾向にあるが、開発途上国を中心として権利の強化には消極
的な国家もあり、権利の強化を進めたい先進国との間で、南北問題が生じてきた。歴史を見
ても、国際的な知的財産保護制度の統一は容易ではなかったといえる。しかし、今日では特
許権や商標権等の産業財産権に関する国際的な権利の取得手続はかなりの面で簡略化・効率
化されてきている。これに対して、権利の発生に何らの手続も要しない著作権については、
著作物自体のデジタル化や、インターネットの発達にともない国際的に新たな問題（孤児著
作物問題 4）や違法アップロード・ダウンロード問題等）が生じており、国際的な単一の保護
制度が十分に整備されていないといえる。 
2016年に署名された TPP協定の知的財産条項は、既存の条約、特に TRIPS協定よりも高
い水準での権利の保護を締約国に要求しているため、保護が不十分であるという課題を解決
できる可能性がある。その一方で、政策的には国際協調を求められるものの、日本の法制度
の原則から見れば、国内法への導入が難しい規定があるという課題もある。 
そこで、本稿では、2016年 2月 4日に署名された TPP協定が発効した場合、日本国内の知
的財産法制度にどのような影響が出るのかを検討する 。第 2章では、知的財産権の国際的な
保護制度に関する議論の歴史的な変遷を整理する。第 3章では、TPP協定の発効までに締約
国が加入を義務付けられている知的財産権に関する国際条約の現状と課題を整理する。第 4
章では、TPP協定の知的財産条項が、どのような面で既存の条約よりも高い保護を義務付け
ているのか、また、権利の行使についてはどのような救済措置を認めているかを整理する。
第 5章においては、TPP協定が発効した場合、日本国内の知的財産制度・政策にどのような
影響をもたらすかについて言及する。第 6章では、本稿で明らかになった点を整理するとと
もに、残された課題を列挙し、結びとする。 
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2 知的財産権の国際的保護制度の歴史的変遷 
 まずは知的財産権の国際的保護制度について、パリ・ベルヌ体制から TPP交渉までの歴史
的な推移を先行研究の整理に基づきながら概観する。 
 
2.1 パリ・ベルヌ体制 
19世紀の後半までは、知的財産権の国際的保護制度として二国間条約が締結されていたが
不十分であったため、多国間条約を策定する必要性が国際的に認識されるようになった 5)。
1873年のウィーン国際会議は、各国の特許法を統一することを目的として開催されたが、議
論の成果として 1883年に制定された「産業財産権の保護に関するパリ条約」は、各国の法制
度を尊重する内容のものとなった。他方、著作権に関しても、1886年 6月に「文学的及び美
術的著作物の保護に関するベルヌ条約」が締結された。 
これら 2つの条約は、現在まで世界知的所有権機関（World Intellectual Property Organization、
以下 WIPOと称する）によって管理され 6)、国際的な権利の得喪に関する統一規定の基盤と
なる法的枠組みとして多くの加盟国に締結されている。しかしながら、条約違反への制裁や、
国際的な権利侵害への救済措置が不十分であるという課題があった。 
 
2.2 GATT交渉 
この課題を解決するために、米国を中心として、WIPO 以外の国際機関による条約の策定
が検討されるようになり、1970年代に GATT（General Agreement on Tariffs and Trade）で初め
て知的財産権の保護が通商問題の一環として扱われた。GATT に提出された理由は、制裁措
置を紛争解決システムに含んでいたためである。  
 その後も米国は、主として自国の政策 7)の実現のために、知的財産権保護の問題が貿易に
影響を及ぼしていることを指摘し、あくまで「通商問題」として GATTでこの問題を取り扱
うべきであると強く主張した 8)。この米国の主張には、EC や日本も賛同し、1986 年のプン
タ・デル・エステ閣僚会議において、「不正商品を含む知的財産権の貿易関連の側面」の問題
を GATTのウルグアイ・ラウンドの交渉項目の一つとして扱うことが決定されることとなっ
た。 
 
2.3 TRIPS協定 
ウルグアイ・ラウンドの議論の成果として、1995 年に世界貿易機関（WTO：World Trade 
Organization）を設立するマラケシュ協定（WTO設立協定）が制定され、附属書 1Cにおいて
知的所有権の貿易関連の側面に関する協定（Agreement on Trade-Related Aspects of Intellectual 
Property Rights：通称 TRIPS協定）が制定された。 
 同協定では、WTO の加盟国に対してパリ条約やベルヌ条約に規定されている義務の履行
を求めるとともに、広範な知的財産に対して高水準の保護を義務付け、権利行使の規定及び
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義務の不履行に関する紛争解決システムについても明記された（同協定 42条）。これにより、
パリ条約やベルヌ条約にみられた課題が一応は解決された 9)。 
 しかし、その後の通商問題一般に関してWTOの交渉がなかなか進展しないことや 10)、多
くの国・地域が地域経済協定の締結を積極化してきたこと、知的財産分野の南北間の対立の
激化によって、多国間条約の制定・改定が困難となったことを背景として、二国間ないし複
数国間で知的財産関係の合意をする動きが始まった。特に 1990年頃から、TRIPS協定のよう
な加盟国の多い国際条約に定められている保護水準よりも高度な保護の実現を目的とした自
由貿易協定（FTA：Free Trade Agreement）等の地域貿易協定（RTAs：Regional Trade Agreements）11)
に、いわゆる「TRIPSプラス」と呼ばれる知的財産条項を含む傾向が高まった 12)。 
 日本では、2002 年に知的財産基本法が成立し、「知的財産政策大綱」において日本国民及
び企業の知的財産権の保護活用や模倣品・海賊版対策の推進を図る手段として経済連携協定
（EPA：Economic Partnership Agreement）の活用を促進したことが後押ししたといわれている 13)。 
  
2.4 TPP協定 
環太平洋戦略的経済連携協定（以下、TPP協定という）は、2006年に発効した P414)を拡大・
発展させ、アジア太平洋地域における高い水準の自由化を目的として、物品市場アクセスや
サービス貿易のみならず、知的財産分野等の非関税分野についても締約国間の共通ルールを
策定し、21世紀型のルールを構築する EPAである 15)。 
 参加国は、日本、米国、カナダ、メキシコ、チリ、ペルー、マレーシア、シンガポール、
ベトナム、ブルネイ、オーストラリア、ニュージーランドの 12か国であり、2011年 11月 12
日には TPP交渉参加国の首脳会議で大枠合意に達し、2015年には大筋合意がなされた。2016
年 2月 4日に署名され、各国の批准プロセスに移行した。 
知的財産条項は TPP協定における一分野であるが、この協定内で知的財産に関する共通の
手続、権利行使の制度が構築され、模倣品・海賊版対策が強化されることを通じて、域内で
の企業の経済活動を促進し、日本の知的創造活動が活性化することが期待されている 16)。 
 特に、この協定における知的財産条項は、TRIPS協定よりもより高度な権利義務の規定を
目的としているため、上記の参加国はTRIPS協定の改正議定書を受託しなければならない 17)。 
 TPP協定が対象としている知的財産は、「TRIPS協定第 2部第 1節から第 7節までの規定の
対象となるすべての種類の知的財産」である（第 18・1条）。TRIPS協定における知的財産と
しては、著作権及び関連する権利、商標、地理的表示、意匠、特許、集積回路の回路配置、
開示されていない情報が対象となる（同協定 1条 2項）。 
 また、TPP協定では、TRIPS協定以外の国際条約についても締約国間で加入の足並みを揃
えるための規定がある 18)。これにより、少なくとも締約国間では統一的な知的財産保護制度
が構築されることが期待されるといえる。 
 ここで加入を「確認」される条約として、（a）1979年 9月 28日に修正された特許協力条
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約（Patent Cooperate Treaty：PCT）、（b）パリ条約ストックホルム改正条約 19)、（c）ベルヌ条
約パリ改正条約 20)の 3つが規定される 21)。他方、加入を「必要」とされる条約は、（a）マド
リッド議定書 22)、（b）ブダペスト条約 23)、（c）シンガポール条約 24)、（d）UPOV（Union internationale 
pour la protection des obtentions végétales）条約 25)、（e）WIPO著作権条約（WCT）26)、（f）WIPO
実演・レコード条約 27)があり、これらは TPP協定が当該締約国について効力を生ずるまでに
締結されることが要求されている。条約の詳細については、次章で言及する。 
 
3 国際条約の現状 
先述のとおり、既存の条約よりも高い水準の規定を地域連携協定に包含することが新たな
国際潮流となっている。本章では、先行研究に基づきながら、TPP協定に明記されている既
存の国際条約の現状を整理し、課題を論述する 28)。 
 
3.1 特許権に関する制度 
 特許権に関する国際的保護制度で、TPP協定の発効までに締約国への加入が要求されてい
る条約は、以下の 6つである（第 18・7条 1項及び同条 2項）。 
（A）パリ条約 
特許権をはじめとする産業財産権に関する最初の国際条約であり、1883 年に制定された。
この条約の目的は、パリ同盟国間での産業財産権の保護であり、基本原則として、内国民待
遇（同条約 2条）、優先権制度（同条約 4条）、独立の原則（同条約 4条の 2）の 3つ が規定
されている。日本は、1899 年に加盟した。最新の改正条約は、1975 年のストックホルム改
正条約であり、現在は 176か国が加盟している。 
パリ条約の保護対象は、同条約 1条 2項に列挙されているが、保護するか否かは、原則と
して同盟国が自由に決定することができる。独立の原則からも窺えるように、パリ条約の同
盟国が自由に決定できる権利保護の内容の範囲は広く設定されている。  
パリ条約の同盟国は、産業財産権の保護の強化のために条約を改正しなくても、この条約
に抵触しない限りにおいて、保護に関して二国間条約あるいは多国間条約を締結することが
できる（19条）。いわゆる「特別の取極（special agreements）」であり、以下で述べる PCTや
TRIPS協定がこれに当たる。 
パリ条約において、条約違反に対する規定は 28条に定めがあるが、利用されたことは一度
もなく、この課題が TRIPS協定によって解決された点は先に述べた。 
（B）特許協力条約（PCT）  
特許協力条約（以下、PCTという）は、1970年 6月 19日に制定され 1978年に発効した、
締約国間で特許取得手続を効率化するための条約である。具体的には、「国際出願制度」の創
設により、特許出願の手続面での協力、技術情報の拡散及び技術的業務の提供による協力を
図ることを目的としている。PCTはパリ条約の特別条約であり、パリ条約の同盟国が締結国
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となることができるが、対象となるのは「発明」のみであり、商標や意匠といった特許以外
の産業財産権は含まれない。日本では 1978年 10月 1日に発効しており、現在は、148か国
が加盟している。 
 現在、国際的な特許出願をする場合に取りうる手段として、①直接出願、②パリ・ルート、
③PCTルートの 3つの手段がある。現在は③PCTルートでの出願が増加している。PCTに基
づく国際出願制度を用いることにより、PCT締約国の一つの国の受理官庁または国際事務局
に対して、PCTに規定する要件を満たす一つの出願を行うだけで、指定国である複数の PCT
締約国に実際に出願したのと同様の効果を得ることができる。また、PCTに定められている
国際公開制度（同条約 21条）により、世界的な言語で発明の内容が早期に公開される。 
 なお、紛争解決については、パリ条約と同様に国際司法裁判所への付託が認められている
（同条約 59条）のみである。 
PCTは、パリ条約の特別条約として、特許の国際的な登録手続を容易にするために機能し
ている。その点においては、国際的な権利取得のシステムは整備されているといえる。 
（C）特許法条約（PLT）  
 PLT は、国内の特許出願の手続きを統一・簡素化することにより出願人の負担を軽減する
ことを目的とした条約であり、2000年に制定された。日本は、2016年 6月に承認を予定して
いた。 
（D）TRIPS協定 
 TRIPS協定は、パリ条約の特別の取極にあたるが、パリ条約の未加盟国に対しても、パリ
条約の実体規定（同条約 1条〜12条及び 19条）の遵守を義務付けている（同協定 2条 1項）。 
 基本原則として、①内国民待遇（同協定 3条）、②最恵国待遇（同協定 4条）がある。内国
民待遇とは、内国民と外国人を同等に扱うことを求める原則であり、パリ条約やベルヌ条約
も引用しているが、改めて強調するために創設されている。他方、最恵国待遇の原則が知的
財産権に関する多国間条約に導入されたのはこれが初めてである 29)。 
 TRIPS協定の発効後、明確に定めのない医療品特許について、強制実施許諾の柔軟な適用
や並行輸入の容認が途上国から強く求められてきた。 
（E）ブダペスト条約 
ブダペスト条約は、締約国が、いずれかの国際寄託当局に対する微生物の寄託を自己の特
許手続の寄託として承認することを目的として 1977年に締結された。2016年 5月現在の加
盟国は 80か国であり、日本は 1980年に加入している。 
（F）UPOV条約 
 UPOV条約は、植物の新品種の育成者の利益保護を目的として 1961年にパリで採択された。
同条約は、独立した同盟（UPOV同盟）を形成しているが、その管理はWIPOが行っている。 
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3.2 商標権に関する制度 
商標に関する国際条約として、以下の 6つがある。 
（A）パリ条約 
基本原則は、3.1で述べたとおりである。 
（B）標章の国際登録に関するマドリッド協定 30) 
この協定は、標章の国際的保護を確保するための商標登録出願及び権利維持の手続きを簡
略化することを目的として 1891 年に成立し、1982 年に発効した。締約国に国際または住所
もしくは現実かつ真性の営業所を有する者が、その本国でした商標登録に基づきジュネーヴ
の国際事務所に登録すれば、締約国で登録したのと原則的に同じ効力を持つようにした。同
協定には、使用言語がフランス語に限定されていることや、指定された国の官庁は国際登録
日から 1年以内に拒絶の通報をしなければならない等の課題があった。 
（C）標章の国際登録に関するマドリッド協定議定書  
マドリッド協定を修正、補完するものとして提案されたのがマドリッド協定議定書である。
これは、標章の国際的保護を得るための国際出願制度を通じ、商標登録手続きを簡略化する
ことを目的とし、1989年にイギリス、フランス、スペインを中心として制定された。日本は
1999 年に加入し、2000 年に発効した。なお、ASEAN は 2015 年までに加入する合意を行っ
ている。ちなみに、（B）マドリッド協定とマドリッド協定議定書は独立した国際間合意であ
り、どちらにも加盟している場合は、議定書が優先する。基本的には PCTと同様に、国際出
願及び国際登録を可能とする条約である。 
マドリッド協定議定書では、①フランス語に加え、英語及びスペイン語が使用言語として
認められ、②審査の拒絶を出す期間も 18か月以内に延長された。また、③本国の登録のみな
らず出願も基礎とすることができ、④セントラル・アタック 31)に対する救済措置も設けられ
ている。 
（D）商標法条約（TLT：Trademark Law Treaty） 
この条約は、国内の商標登録手続の簡素化及び調和を図ることを目的として、1994年にジ
ュネーヴで採択された。主たる内容は、一出願多区分制の採用、多件一通方式の採用、願書・
各種申請書の記載事項及び各種証明書提出の簡素化、更新時の実体審査・登録商標の使用チ
ェックの禁止等があり、実体的側面を扱うものではない 32)。日本は、1994年に加入した。同
条約は、パリ条約の規定の中で、標章に関するものの遵守義務を定めている。 
（E）商標法に関するシンガポール条約 
この条約は、2006年の TLTの改正条約であり、日本は 2015年 6月に同条約の締結を承認
した。 
（F）TRIPS協定 
TRIPS協定の 15条〜21条は、商標に関する規定である。基本原則は 3.1で述べたが、発効
後、ワインや蒸留酒について認められている地理的表示の追加的保護（同協定 23条）につい
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て、他の農業産品などを含めより広く認められるべきという途上国の主張があった 33)。 
 
3.3 著作権に関する制度 
 ここでは、国際条約で TPP協定発効までに加入を要求されている条約を 4つ整理する。 
（A）文学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ条約 
 ベルヌ条約は、1886年に、個人の創作に対する経済的利益や人格的利益を国際的に保護す
ることを目的として制定された。制定当初の加盟国は欧州諸国が中心であり 34)、日本は 1899
年に加入した。2016年 5月現在の加盟国は 171か国であり、管理はWIPOが行っている。 
 ベルヌ条約では著作物の明確な定義規定をしていない。保護対象は、同条約 2条 1～8項に
規定されるすべての著作物と同条約 2条の 2に規定されている著作物であるが、これは例示
列挙であり、広く知的創作にかかる表現も含むと解されている 35)。ベルヌ条約の基本原則は、
①内国民待遇原則 36)及び②無方式主義の原則（5条 2項）37)、③保護独立の原則（5条 2項第
2文）38)である。 
 ベルヌ条約もパリ条約と同様に、特別の取極が認められている（同条約 20条）。 
（B）TRIPS協定 
 TRIPS協定では、ベルヌ条約の未加盟国に対して、ベルヌ条約の実体規定の遵守を義務付
けている（同協定 9条）。TRIPS協定の方が義務の水準の低い部分があり、ベルヌ・マイナス
と呼称されることがある 39)。 
（C）実演家、レコード製作者及び放送機関の保護に関する国際条約（ローマ条約）40) 
 実演家、レコード製作者、放送機関の著作隣接権の国際保護のため、1961年にローマで作
成され、1964年 10月 26日に 40か国により署名され、1964年 5月 18日に発効した。 
加入できる国は、ベルヌ条約または万国著作権条約の加盟国となっている。2016年 5月現
在、92か国が加盟している条約である。日本は 1989年 10月 26日に発効している。ローマ
条約は WIPO、UNESCO、ILO（国際労働機関）の共管条約であり、管理業務は WIPO 事務
局が行っている。 
（D）著作権に関する世界知的所有権機関条約（WIPO著作権条約） 
著作権に対して、既存のベルヌ条約や TRIPS協定が十分に対応していなかったインターネ
ット等に対応するため、1996年に署名され、2002年 3月に発効した。日本は、制定時加盟国
である。現在 46か国が加盟しており、WIPOが管理している。基本原則として、①内国民待
遇、②無方式主義、③遡及効、④インタラクティブ機器への対応、⑤IT関連の規定、⑥権利
管理についての規定がある。 
 
3.4 権利行使に関する制度 
権利の行使について明文規定のある既存の条約には TRIPS 協定があり、未発効であるが
TPP 協定に明記されている条約として、模倣品・海賊版拡散防止条約（ACTA：
知的財産保護政策の現状と今後の課題  藤原 香澄  77 
Anti-Counterfeiting Trade Agreement）がある。 
TRIPS協定 64条は「1994年 GATT22条（協議）及び 23条（パネル）はこの協定に係る協
議及び紛争解決について準用する」と定めている。すなわち、条約の違反問題を、WTO の
紛争処理手続で通商的に解決しうる。例えばパリ条約の実体規定に関する国家間の争いは、
当事者がともにWTO加盟国である限り、WTOの紛争処理が適用されることになる。 
他方、ACTA を受託しているのは日本のみであり、現在は未発効である。発効には最低 6
か国からの批准を要するため、この協定よりも早く TPP協定が発効する可能性がある。未発
効の協定ではあるが、TPP協定において ACTAと同水準の権利行使規定を設けるという規定
が明文で示されているため、ここでは該当箇所のみ言及することとしたい。 
改めて ACTA とは、模倣品・海賊版の流通の防止と権利保護を規定する国際合意であり、
2016 年 4 月現在日本のみが批准している。ACTA の交渉が始まった年に発行された「2009
年度特許庁模倣品被害調査報告書」によれば、日本の企業が全世界において被った模倣品被
害の 1社あたりの平均は 1.9億円にも上る。大企業、中小企業ともに、模倣品の被害率は増
加している。3億円以上の被害を受けた企業が、調査対象企業の 11％に達している。 
 上記のような問題を解決するために、ACTAでは①差止めに関する規定（同条約 8条）、②
損害賠償規定（同条約 9条）、③国境措置（同条約 16条）、④刑事執行（同条約 4節以下）等
が含まれた。特に、②の規定に、追加的損害賠償について明記されている点は注目に値する。
また、④刑事執行については、23条において商標権及び著作権に対する故意の商業的不正使
用は、刑事罰の対象となる旨の規定がなされていることに加え、26条では当局による職権で
の刑事執行についての規定が置かれている。 
 
4 TPP協定の知的財産条項 
実際に TPP協定の知的財産条項は、どのような面で既存の条約よりも高い保護を義務付け
ているのだろうか。また、権利行使についてはどのような救済措置を認めているのだろうか。
ここでは特に、既存の国際条約の現状から変化のある点を主として概要を整理する。 
 
4.1 特許権について 
まず、TRIPS協定に定めのない、医薬品に関する措置が同協定第 C款（同協定 18・48条
以下）に規定された。具体的には以下の 3つが挙げられる。 
①不合理な特許期間の短縮に対し、期間の延長等を認める特許期間調整制度（同協定 18・
48条） 
②開示されていない新薬のデータ等の保護期間に関する規定の導入（同協定 18・50条） 
③ジェネリック医薬品の承認時に有効特許を考慮する特許リンケージ制度（同条約 18・53
条） 
他方、一般的な特許に対しても、上記①のような特許期間延長制度が規定されている（18・
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46条）。このとき、出願から 5年、審査請求から 3年を経過した特許出願の権利化までに生
じた不合理な遅滞につき、特許期間の延長が認められる。参加国には、この規定の導入が義
務付けられている。 
 最後に、新規性または進捗性の判断がなされる際の例外規定が導入されている（18・38条）。
これにより、特許出願前に自ら発明を公表した場合などに、公表日から 12か月以内にその者
がした特許出願に係る発明は、その公表によって新規性等が否定されないことになる。 
 
4.2 商標権について 
 商標権については、国際条約によって登録や取得のための手続が円滑化されてきている。
しかしながら、未加入の国に対しては、該当する国際条約を締結することが義務付けられて
いる。具体的には、①国際的な商標の一括出願を規定した標章の国際登録を定めるマドリッ
ド協定議定書（マレーシア、カナダ、ペルーが未締結）、②商標出願手続きの国際的な制度調
和と簡略化を図るためのシンガポール商標法条約（マレーシア、カナダ、ペルー、メキシコ
が未締結）である。 
 また、商標の不正使用について、既存の国際条約では規定されていない、法定損害賠償制
度または追加的損害賠償制度を設けるという規定がある（同協定 18・74条 7項）。刑事上の
手続及び処罰については、各加盟国に対して、少なくとも故意により商業的規模で行われる
商標の不正使用及び著作権又は関連する権利を侵害する複製について適用される（同協定
18・77条）。著作権については後述する。 
 加えて、地理的表示の保護または認定のための行政手続を定める場合、①過度の負担とな
る手続を課すことなく申請等を処理すること、②申請の対象である地理的表示を公開し、こ
れに対して異議を申し立てる手続を定めること、③地理的表示の保護または認定の取消につ
いて定めること等が規定されている（同協定 18・31条以下）。 
 
4.3 著作権について 
著作権に関しては、以下の 3点が TPP協定によって強化されうると考えられる。 
①保護期間の延長（同協定 18・63条） 
同協定 18・63条によれば、映画を含む著作物、実演又はレコードの保護期間は、著作者の
生存期間及び著作者の死から少なくとも 70年とされ、著作者の生死によらない場合でも、起
算点から少なくとも 70年の保護期間が認められる。 
 既存のベルヌ条約においては、著作者の生存の間及びその死後 50年と規定されている（7
条 1項）41)が、これよりも長い保護期間を許与することが認められている（同条約同条 6項）。
他方、TRIPS協定は、1971年のベルヌ条約パリ改正条約の第 1条から第 21条まで及び附属
書の規定の遵守義務を規定している（同協定第 9条）。これには、ベルヌ条約上の保護期間の
規定が含まれているので、原則として TRIPS協定における著作物の保護期間は、著作者の死
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後 50年である 42)。 
 上記のことから、TPP協定によって締約国間で 70年あるいはそれ以上の保護期間を定める
必要がある。日本は、該当する著作物の保護期間を 20年延長する必要がある。参加国で、日
本の他に保護期間を延長する必要のある国は、カナダ、ニュージーランド、ベトナム、ブル
ネイ、マレーシアである。 
②非親告罪化（同協定 18・77条 6項（g）） 
 故意による商業的規模の著作物の違法な複製等を非親告罪とする規定である。国際的に、
著作権侵害に対しては親告罪の制度を採用している国が多数であるため、参加国の多くが国
内法を整備しなければならない分野である。ただし、すべての違法な複製が非親告罪となる
のではなく、市場における原著作物の収益性に影響を与えない場合はこの限りではないとい
う留保がある（同条同項注）。 
③損害賠償（同協定 18・74条 6項） 
 最後に、著作権等の侵害 43)について、民事上、商標権と同様に、法廷損害賠償制度または
追加的損害賠償制度を設けるための規定がある。追加的損害賠償には、懲罰的損害賠償も含
まれる。ベルヌ条約において、紛争処理については、保護国に定める法令による 44)と定めら
れている（ベルヌ条約 5条 2項 3文）。 
 
4.4 権利行使について 
 知的財産保護の権利行使については、刑事罰及び民事上の救済措置の両面の観点で、既存
のWTO・TRIPS協定や ACTAと同等またはそれを上回る規範の導入が目指されている。TPP
協定では、18・74条に民事上の救済措置規定、18・77条に刑事上の手続き及び刑罰について
の規定がある。 
 まず、民事上の救済措置として各締約国は、国内法による民事的な解決手段の整備を必要
とされる（18・74条 1項）。ここで規定されている救済方法は、差止め及び損害賠償である。
まず、差止めについては、自国の司法当局が、TRIPS協定第 44条の規定に適合する差止めに
よる救済を命ずる権限を有することを定める（18・74条 2項）こととされた。他方、損害賠
償請求については、原則として、自国の司法当局が、民事上の司法手続において、侵害活動
を行っていることを知っていた又は知ることができる合理的な理由を有していた侵害者に対
し、少なくとも、当該侵害者による権利者の知的財産権の侵害により当該権利者が被った損
害を補償するために適当な損害賠償を当該権利者に支払うよう命ずる権限を有することを定
める（18・74条 3項）こととされた。 
 刑事執行については、特に著作権と商標権について詳細な規定が置かれており、例えば権
限のある当局が、不正商品や著作権侵害物品の差押え・没収・廃棄等を命じることができる
旨の規定が置かれている（同協定 18・77条 6項）。 
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5 国内制度・政策への影響と問題点 
TPP協定が締結され発効した場合、協定に規定されている権利義務を履行するための国内
法が整備されている必要がある。協定の実施のために必要な日本国内の知的財産制度・政策
の整備内容は、以下の通りである。 
 
5.1 特許・商標について 
TPP協定への対応としては、大きく以下の 3点の整備が必要となると考えられる。 
①4.1で述べた医薬品の特許に関する措置をはじめとする制度の整備 
 ②新規性喪失の例外期間を 6か月から 1年へ延長 
 ③商標の不正使用により生じた損害を賠償するための法廷損害賠償または追加的損害賠償
に係る制度の整備 
 上記のうち、①及び②は、国際的な権利取得を円滑化すると考えられるが、③については、
日本の損害賠償制度になじまない部分もあり、法律的な議論が必要である。 
  
5.2 著作権と権利行使について 
TPP協定の発効までに必要な措置は、主に下記の 3点である。 
①著作物等の保護期間の延長 
著作権の保護期間を著作者の死後 70 年へと延長することにより期待されるメリットとし
ては、国際的な制度の調和 45)、保護期間の延長に係る収益により新たな創作活動や新たな創
作者の発掘・育成が可能となること 46)、日本が長期に利用される作品を多く輸出することで、
保護期間の延長による利益を受けられることが考えられる。 
著作権の保護期間の延長に関しては、日本国内において 2005年から 2009年まで文化審議
会著作権分科会において検討されてきたが、延長派と反対派の対立が大きく、見送られてき
た。国際的に、保護期間は延長傾向にあるが、延長を採用している国において、保護期間の
延長によって創作が増えたという事実は認められておらず、かえって孤児著作物の増加等の
問題も考えられるため、今後の検討課題である。 
②著作権等侵害罪の「一部」 非親告罪化 
昨今、「クール・ジャパン」政策によって日本のアニメーションや音楽等のコンテンツ産業
を世界に発信する動きが活発化している。国内に目を向けても、既存の作品の二次創作やパ
ロディ商品の流通によってコンテンツビジネスが発展しているという見方もある。 
このような背景の中で、権利侵害物品と考えられるすべての二次創作物を非親告罪化の対
象としてしまうと、現在日本において展開している政策の意に反する結果を招く可能性があ
る。二次創作文化への萎縮効果を生じさせないよう、国内法整備の段階で、その対象となる
範囲を適切に限定することが必要となるだろう。 
③著作権等侵害に対する法定損害賠償または追加的損害賠償に関する制度整備 
知的財産保護政策の現状と今後の課題  藤原 香澄  81 
著作権侵害により生じた損害の賠償額の算定は著作権法 114条に規定されているが、日本
の損害賠償制度の原則は原状回復義務であり、「被害者に対する制裁や、将来における同様の
行為の禁止、すなわち一般予防を目的とするものではない」点との整合性をどのようにとる
かが問題である。 
  
6 結びにかえて 
本稿では、TPP協定の批准により日本の知的財産制度にどのような影響が生じ、また、ど
のような課題が解決されるかを検討した。それにより、以下のことが明らかとなった。 
第一には、知的財産権の侵害に対する権利行使規定の整備に関わる問題が指摘できる。 
現在、知的財産権（特に商標権、著作権）のアジアにおいての侵害額が大きいため、十分
な権利行使規定が整備されることで、侵害によって被った不利益を賠償金という形で補填し
うると考えられる。この点は、日本にとってメリットがあるといえる。しかしながら、損害
賠償の算定方法や、権利の範囲についての法律的な観点からの議論は残っている。 
第二には、著作権の保護期間の延長による問題が指摘できる。国内では延長論議がまだ成
熟していないが、国際的協調が進めば、収益の増大となる可能性がある。二次創作に与える
影響や、孤児著作物増大の問題が発生する点は注意する必要がある。また、権利の存続期間
が長期化することによって、権利の管理自体が困難になる可能性も指摘できる。 
戦時加算の問題については、保護期間の延長により、締約国間のみで解決される可能性が
ある。 
第三には、著作権侵害に対する非親告罪化により生じる問題である。国内法における変更
も二次創作への悪影響等が指摘されているが、政府による対策も検討されることになってい
る。しかし、国際間では今後も大きな議題となると予測される。 
発効前に残された課題としては、孤児著作物問題や著作権の保護期間の延長による管理の
問題、侵害に対する刑罰の厳格化による二次創作文化への影響などが考えられるが、これら
の点については今後の研究課題としたい。 
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注 
1) 木棚（2009）4頁。 
2) 知的財産権のうち、特許権、実用新案権、意匠権及び商標権の 4 つの権利を総称して産業財産権
という。歴史的に工業所有権と呼称されている場合もあるが、本稿では可能な限り産業財産権に
統一する。 
3) 田村（2012）によれば、知的財産権の本質は、権利者が、権利者以外の他者によって行われる複
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製や演奏等の利用行為ひとつひとつのパターンを制限することにある。 
4) 孤児著作物とは、著作物の権利者が不明なもしくは権利者の居所が不明等の理由により、著作物
の使用のための利用許諾を得ることのできない著作物をいう。 
5) 後藤（1990）によれば、きっかけは 1873年のウィーン国際博覧会である。当時、博覧会への出品
物に対するオーストリアの特許法による保護が不十分であるとみなされ、特に米国から、発明品
の出品に消極的な態度が示された。そこでオーストリアは、ウィーン国際博覧会への外国出品者
に対して、その発明、商標及び意匠を 1873年 12月 31日まで保護することを目的とする法律を制
定した。これは、権利の存続期間を延長するための法律であった。このオーストリアの措置が契
機となって、各国の特許法が発明者の保護にとって十分であるか否かが議論されるようになった。 
6) パリ条約とベルヌ条約は、当初はパリ同盟の事務局とベルヌ同盟の事務局が別個に管理していた
が、1950年代に合同国際事務局として「知的財産に関する合同国際事務局（Bureaux Internationaux 
Reunis pour la Propriete Intellectuelle、通称 BIRPI）」が設立され、両者はまとめて管理されるように
なった。これが現在の世界知的所有権機関（World Intellectual Property Organization、通称WIPO）
の前身であり、「知的財産」という言葉が初めて国際的に公式に使われたのも BIRPIが設立された
ときといわれている。Graeme B. Dinwoodie, William O. Hennessey, Shira Perlmutter, (2001) p.3。 
7) 米国は、1980 年代初めから、低下しつつある自国の産業競争力を回復するための方策について検
討を行っており、1985年 1月の「ヤング・レポート」において、米国が他国に対して優位にある
技術開発力を維持・強化するために知的財産権の保護を強化するとの方針を示した。同年のレー
ガン大統領の「新通商政策」、1986 年の米国通商代表（UTSR）の「知的財産保護政策の骨子」に
おいても、中長期的戦略として、多国間交渉により国際的に知的財産保護ルールの強化を図ると
いう活動方針を明確にした。 
8) 当時の GATTはあくまでも物品（goods）の貿易に関する協定であったため、知的財産権を物品の
貿易と関連付ける必要があった。現に、1986 年からの 2 年間は、GATT に知的財産権問題を扱う
資格があるのかという点について、先進国と途上国間での議論に終始することになった。 
9) TRIPS 協定は、基本的には加盟国に義務を課すだけの性質を有する通商協定と解されるのが通常
であるだけに、加盟国がその義務を国内法でどのようにどこまで果たしているかをみる必要があ
るが、明確に TRIPS 協定に違反すると考えられる規定は見出されなかったとの見解がある。木棚
（2009）97頁。 
10) 1999年のシアトル、2003年のカンクンでの WTO閣僚会議の失敗は、WTOから FTAへの流れを
決定的なものとした。山口（2010）95頁。 
11) 鈴木（2008）によれば、RTAs とは、狭義では WTO 上の地域貿易協定、すなわち、GATT（1994
年の貿易と関税に関する一般協定）24条が定める関税同盟及び FTA並びにそれらの形成のために
中間協定を締結するものを指す。広義には、APECのような地域協力のフレームワークも含む意味
で用いられる。 
12) RTAsにおける知的財産関係の条項の意義について、先行研究においては、①二国間ないし複数国
間で協定を結ぶことで、当事国の実情やニーズに応じた合意をすることができること、②一般的
に、知的財産制度の国際調和に資する面があること、という 2点があげられている。鈴木（2008）。 
13) 経済連携協定（EPA：Economic Partnership Agreement）とは、FTAの内容に加えて、投資規制の撤
廃、人的交流の拡大、知的財産の保護、競争政策を含む幅広い分野においての経済上の連携強化
を図る協定である。現在では、FTA という名称であっても、EPA と同様の包括的な内容を規定す
ることが一般的となっている。日本の進める EPAの詳細については、小山（2010）に詳しい。 
14) P4（Pacific 4）とは、太平洋地域の 4か国（シンガポール、ブルネイ、ニュージーランド、チリ）
の FTAである。 
15) TPP交渉の経緯や歴史については、神田・寺林（2013）に詳しい。 
16) 知的財産戦略本部「知的財産分野における TPPへの政策対応について（案）」平成 27年 11月参照。 
17) TPP協定の前文で、「世界貿易機関を設立するマラケシュ協定に基づく各締約国の権利及び義務を
強化すること」が明記されている。 
18) 第 18・7条 1項及び同条 2項参照。 
19) 1967年にストックホルムで改正された工業所有権の保護に関するパリ条約。 
20) 1971年 7月 24日にパリで改正された文学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ条約。 
21) 第 18・7条 1項参照。なお、改正条約が複数ある条約については、2015年時点での最新の改正条
約が参照されている。この点については、第 18・1条の定義規定を参照。 
22) 標章の国際登録に関するマドリッド協定の 1989年 6月 27日にマドリッドで作成された議定書。 
23) 特許手続上の微生物の寄託の国際的承認に関するブダペスト条約。 
24) 締約国は、マドリッド議定書またはシンガポール条約のいずれかを締約することにより、マドリ
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ッド議定書及びシンガポール条約に規定する義務を満たすことができる。 
25) 1991年 3月 19日にジュネーヴで改正された植物の新品種の保護に関する国際条約。 
26) 1996 年 12 月 20 日にジュネーヴで作成された著作権に関する世界知的所有権機関条約（World 
Copyright Treaty）。 
27) 1996年 12月 20日にジュネーヴで作成された実演及びレコードに関する世界知的所有権機関条約。 
28) 国際条約の中には、条約の他にも協定（Agreement）や議定書（Protocol）等の呼称があるが、国の
間において文書の形式により締結され、国際法によって規律される国際的な合意であれば、条約
と同様の効果を有し、呼称による差異はない（条約法に関するウィーン条約（条約法条約）2条 1
項（b））。 
29) 木棚（2012）111頁。同協定 3条との違いは、内国民待遇が外国人を内国人と同等又はそれ以上に
扱うことを求めるのに対し、最恵国待遇は「すべての外国人」を同等に扱うことを求めるという
点にある。最恵国待遇の効果として、例えば日本が A国に与えた恩恵や特権は、A国以外のすべ
ての同盟国にも自動的に与えられる。すなわち、RTAsや二国間の交渉の効果が加盟国全体に広が
る。 
30) パリ条約のマドリッド改正会議で採択された同盟国間の特別の取極に当たる。1891 年以来運用さ
れていたが、1967年のストックホルム改正会議で現在の名称に変更された。 
31) 茶園（2015）によれば、国際登録の日から 5 年の期間が満了する前に本国における基礎出願が拒
絶又は基礎登録が無効もしくは取り消しなどとなった場合には、国際登録も取り消される。その
際、国際登録の名義人であった者は、救済措置として各指定国において国際登録を国内出願へ変
更することができる。しかしながら、この従属性自体が不便という指摘もあり、現在マドプロワ
ーキンググループにおいてその妥当性についての議論がなされているようである。 
32) 木棚（2012）136頁。 
33) 木棚（2012）97頁。 
34) 米国は、ベルヌ条約が欧州（大陸法系欧州諸国）の制度・理念を反映して創設された条約であっ
たことと、自国の制度と抵触する側面があることを理由として、100 年間条約に加盟しなかった
（1989年加盟）。 
35) 茶園（2015）参照。 
36) ベルヌ条約における内国民待遇の例外として、著作権の保護期間（条約 7 条（8））について、相
互主義を適用することが認められている。例えば、日本は著作権の保護期間が著作者の「死後 50
年」であるが、米国のような「死後 70 年」の国においても「死後 50 年」の権利しか認められな
い。相互主義は、内国民待遇の原則を規定した TRIPS協定において例外として認められているが、
パリ条約には相互主義条項はない。 
37) 無方式主義（自動的保護）の原則（5条 2項）とは、権利の発生に、いかなる方式要件も課しては
ならない、という原則である。したがって、すべての同盟国の著作者は、その著作物の条約上の
保護に関し、自動的に保護を受けることができる。なお、5条 2項が適用されるのは「条約上の権
利」のみである。加盟国がその国の著作者に方式主義を要求することは、国内法上認められる。
現に、米国もベルヌ条約加入までは方式主義を採用していた。 
38) 保護の独立（5条 2項第 2文）の原則とは、権利の享有及び行使は、著作物の本国における保護に
かかわらない、という原則である。すべての同盟国の著作者は、①他の同盟国において所定の方
式に従うことを求められることはない。さらに、②他の同盟国で保護を受けるにあたり、本国が
方式主義である場合でも、本国の方式に合致していることを求められることはない。 
39) 具体的には、ベルヌ条約の 6条の 2（人格権規定）が米国によって除かれた。 
40) Rome Convention for the Protection of Performers, Producers of Phonograms and Broadcasting 
Organizations. 
41) ベルヌ条約における著作権の最低限の保護期間は、原則、著作者の死後 50 年と定められている。
特例は、①無名・変名の著作物は公表後 50 年、②映画は公表後 50 年、③応用美術または写真は
創作後 25年である。 
42) TRIPS 協定 12 条には、著作者の生存期間に基づき計算されない場合の保護期間の定めがあるが、
権利者の許諾を得た公表の年の終わりから「少なくとも 50年」との定めがある。 
43) 故意による著作権又は関連する権利を侵害する複製について、「商業的規模で行われる」行為には、
（a）商業上の利益又は金銭上の利得のために行われる行為、（b）商業上の利益又は金銭上の利得
のために行われるものでない重大な行為であって、市場との関連において当該著作権者又は関連
する権利の権利者の利益に実質的かつ有害な影響を及ぼすもの、との規定がある（18・77条 1項）。 
44) 通説では、著作物の利用地（侵害地）の国の法律が適用される。 
45) 国際的な制度の調和については、経済協力開発機構（OECD）加盟国 34 か国中、著作物の保護期
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間が著作者の死後 70 年未満であるのは、日本、カナダ、ニュージーランドの 3か国のみであり、
この 3か国は TPP協定交渉参加国であることを踏まえると、これらの国について TPP協定が発効
した場合には、OECDの全加盟国で著作物の保護期間が著作者の死後 70年以上となる。これに対
して、70年以上を規定しているのがメキシコ（著作者の死後 100年）であり、その他の国はすべ
て著作者の死後 70年が保護期間となっている。 
46) 保護期間が延長されることにより、長期的に人気を博する作品から、延長分についても継続的に
収益を得ることができる可能性がある。 
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